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新聞用紙 1.14 1.03 1.01 0.97 
印刷情報用紙 1.14 1.06 1.01 0.96 
包装用紙 1.13 1.00 0.99 0.99 
衛生用紙 1.14 1.04 1.01 1.00 
段ボール原紙 1.25 1.03 1.01 1.00 
紙器用板紙 1.12 1.02 0.99 0.98 
雑種紙 1.11 1.05 0.99 0.98 
雑板紙 1.15 1.02 0.98 0.98 







注 2：製品分類は 1988年以降の品目分類表を基準として、それ以前のものは分類 
・再統合して通時的に示した。 
 











した 1990年代前半を境に総生産量は 3,000万 t前後で落ち着いていたが、2008年のリーマ
ンショック後に大きく減少し、新聞用紙・印刷情報用紙での減少傾向が定着した。 
特徴としては、戦後 30 年ほどは紙・板紙需要が国内総生産（以下、GDP）の伸びを上回
り、その後のおよそ 20年間は GDPと紙・板紙生産量の変化の弾性値はおおよそ 1に近い値
































































































































































































































































































































消費国型 資源国型 日本モデル 
川下に強みを持つ 川上に強みを持つ 原料調達システムの構築 


































































































































                                                      
8 エマーソンは、Aの Bに対するパワーは B の Aへの依存度にもとづき、その依存度は、①Aによって仲介
される諸目標への Bの動機の投下量に比例し、②A－B 関係外部にある Bにとってのこれらの諸目標の利用
可能性に反比例するとした(Emerson,R.M.(1962)：p33)。 
9 エルアンサリーは、チャネル・システムにおける構成組織間のダイアディックなパワー関係をパワー依
存モデルとして捉え、構成組織 iの構成組織 jに対するパワーは、①構成組織 i によって仲介される構成
組織 jの目標、②構成組織 jのその目標への動機の投下量、③構成組織 jにとって利用可能なチャネル関
係の代替案、④構成組織 i とのチャネル関係を廃棄して別の代替的チャネルに切替える場合の費用、の４
つの要因によって規定されるとした(El-Ansary,A.I.(1975)：pp61-62)。 


































                                                      
13 高嶋克義(1985)：202-225頁 
14 山倉健嗣(1993)：1-127頁 



































































































































第 1章 日本の紙・板紙製品生産と消費原料の関係 
 

































A高度成長期：①国産針葉樹 1946～、②国産広葉樹の本格利用 1952～、③チップ利用 1956～、④輸入チップ・北米依存 1965～ 











せていった。この現象は包装革命と呼ばれ、1953 年に 7 万 t 台であった段ボール原紙生産
量は 1973 年には 516 万 t と実に 70 倍近く増加した。用途としては、青果物や加工食品、
繊維製品、雑貨等の様々な分野で使用された。他製品の生産量を 1950 年と 1973 年で比較
すると、新聞用紙が 13万から 211万 t(16倍)、印刷情報用紙が 23万 tから 366万 t(16倍)、
包装用紙が 9万 tから 123万 t(14倍)、衛生紙が 4万 tから 70万 t(16倍)、紙器用板紙が









































 1979 年の第二次石油危機後の 1980 年に段ボール原紙、包装用紙、紙器用板紙、1981 年
に新聞用紙、印刷情報用紙も減産となった。1980 年代も需要の伸びよりも生産能力過剰の
状態であり、2 つの石油危機を契機として紙・板紙製品需要の伸びは 1950～60 年代に比べ
て大きく鈍化した。 
















板紙生産量は増加に転じ、1997 年まで連続で増加した。その後、2008 年までは 3,000 万 t














出版関係の安定的な需要に支えられていた10。包装用紙は 1990 年代には 100 万 t 程度で横











 2008～2015年に、紙・板紙総生産量は 3,064万 tから 2,623万 tへと減少した。2008年
のリーマンショック以降の景気後退によって 2009年には雑板紙を除く全品種で生産量の減



































図 1－2 紙・板紙製品生産と消費原料構成の推移 



































































増加が急伸し、1954 年に 29 万 t だった KP 生産量は 1957 年には 62 万 t となり、それまで
化学パルプで主となっていた SP の生産量を凌ぐこととなった(図 1－3)。その後も KP 生産











図 1－3 パルプ種類別生産量と構成比率の推移 














































1960 63 12 6 0 0 19 7,838 
1965 37 17 22 0 0 24 11,666 
1970 20 11 33 11 2 24 19,759 
1975 9 12 28 16 10 26 20,292 
1980 4 11 23 16 13 32 24,980 
1985 3 13 22 10 12 39 26,834 
1990 2 10 15 11 19 42 34,685 
1995 2 10 7 9 28 44 35,563 
2000 1 9 5 8 30 47 38,229 
2005 1 9 4 7 30 50 37,839 
2010 1 9 4 6 29 51 33,932 
2015 0 10 4 5 30 52 32,751 












































                                                      
23 財団法人日本経営史研究所(1999)：354頁 
24 村嶌由直(1974)：54頁 
25 石巻工場 50 年史編集委員会(1990)：169頁 




















単位＝古紙消費量／生産量)32は 7％から 48％にまで高まった33。また、板紙の原料である SCP
の廃液による公害問題が生じたことによって代替材として古紙利用が行われるようになり、
70％であった古紙消費原単位は70％から85％へと向上した34。それに伴い古紙回収率は39％
から 50％、利用率は 37％から 48％となった。1984 年になると、本州製紙(富士)が上質系













                                                      









量は 1991年には 476万 BDTとおよそ 120万 BDT以上減少している。 
1985～1990 年代前半の古紙利用については、紙・板紙製品生産量の増加によって古紙の
回収量と消費量は増加したものの、円高による原燃料コストの低下の影響により回収率と














































































































図 1－5 地域別原料調達量 
資料：図 1－4 と同じ。 
注：図 1－4と同じ。 
 
 古紙利用率については、1999 年に 56％、2003 年に 60％を達成したが、この主な要因と
しては 1995～2004 年の古紙消費原単位が、新聞用紙で 50％から 84％、板紙で 98％に達し
たことが挙げられる38。また、1997年のアジア通貨危機を契機としてアジア諸国への古紙輸
出が開始され、2000年代になると中国向けの輸出が著増していくこととなった39。 





























































で 4 割、輸入広葉樹チップで 2 割と大幅に減少した。その後、紙・板紙製品生産量の回復
とともに原料調達量も増加したものの 2008 年と 2015 年の調達量を比較すると国産針葉樹
チップが 345 万 BDT から 311 万 BDT(11％減)、輸入針葉樹チップが 236 万 BDT から 159 万
BDT(33％減)、国産広葉樹チップが 133 万 BDT から 121 万 BDT(10％減)、輸入広葉樹チップ
が 1,118万 BDTから 973万 BDT(13％減)、古紙が 1,915万 tから 1,698万 t(11％減)と総じ
て減少し、2008年以前の水準には至っておらず、特に輸入針葉樹チップの減少が大きい。 
 紙・板紙製品の中間生産物であるパルプ生産量は 1,066万 t(2008)、850万 t(2009)、873
万 t(2015)と推移し、パルプ生産比率は 2007 年に KP が 90％を占めるようになり、2015 年






































新聞用紙は GP と SP によって構成され 1949 年時点では GP 配合量が 70％以上とされていた
が、1960年代には広葉樹材を利用した CGPや SCP、RGP(リファイナーグラウンドパルプ)等





用した SP が主流であったが、1960 年代になると LBKP の使用が主となってくる。特に上級
紙では広葉樹の KPが 60％と過半数を占め、中下級紙での古紙利用は用途に求められる品質
や白色度によってその配合率が変動する。また、ある程度の強度を維持するために針葉樹













原紙は SCP や CGP 等のセミケミカルパルプを主とした中芯原紙と合わせて強度を確保し、
製造された44。1973年の第一次石油危機を機に古紙配合の K’ライナーが普及し始め、2000
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表 1－3 樹種による性質の違い 




ユーカリ・グロビュラス 0.55 0.8 
ユーカリ・ナイテンス 0.45 0.7 
ユーカリ・グランディス 0.50 0.8 




スギ 0.35 2.0 
ヒノキ 0.40 2.0 
カラマツ 0.40 2.5 
ラジアータパイン 0.40 3.0 
ダグラスファー 0.45 3.5 
資料：王子製紙編著(2009)133頁 
 










容積重(㎏/㎥) 354～391 323 450～491 511～562 
蒸解性 
精選収率(％) 42～45 44 46～48 45～53 
単位面積あたりの
パルプ収量(㎏/㎥) 
155～164 142 205～227 230～298 
パルプ特
性 
密度(g/㎤) 0.69～0.76 0.69 0.57～0.72 0.62～0.65 
裂断長(㎞) 9.1～10.3 10.8 8.0～9.2 5.7～6.0 
比引張強さ(N･m/g) 89～101 106 78～90 56～59 
比引裂(mN/g/㎡) 11.5～13.4 14.6 10.6～25.4 9.8～10.3 
耐折(回) 2,000 2,000 1,000～1,600 20～100 











表 1－5 紙の品種に求められる特性と使用材種 
品種 求められる特性 スギ丸太 スギ背板 他の針葉樹 ユーカリ 
新聞用紙 
裏抜け △ △ × 〇 
輪転機で切れない 〇 〇 〇 △ 
印刷用紙 
印刷適性 × × × 〇 
不透明度 △ △ × 〇 
情報用紙 
カールしにくい × × × 〇 
紙粉が出ない 〇 〇 〇 △ 
包装用紙 
破裂強度 △ △ 〇 × 
引張強度 〇 〇 〇 × 
衛生用紙 
柔らかさ △ △ △ 〇 
耐折性 〇 〇 〇 × 
凡例：〇―適、×―不適、△―どちらでもない 









表 1－6 主要輸入パルプ材樹種一覧 











































ビーチ チリ・NZ産の常緑高木。 BKP/印刷情報用紙他 































表 1－7 A工場設備 
 
型式 日産量(ｔ) 製品 
A1工場 
ハイブリッドフォーマー 135 再生印刷用紙、加工原紙 
短網フォーマー 515 Kライナー 
長網多筒 225 両更クラフト紙 




長網多筒 250 中芯原紙 
A2工場 
長網多筒 50 紙タオル、クレープ紙、コーヒ





















                                                      






計 32.1 万 t(100％)で、国産が 26.1 万 t(81％)、輸入が 6.1 万 t(19％)、2011 年の調達は





















(2) B 工場 
①工場概要 









表 1－8 B工場設備 
  形式 日産量(t) 製品 
B1工場 







ブレードコーター 60 塗工紙、加工用塗工紙 
オントップ多筒式 250 クラフト紙、情報用紙 
ツインワイヤー多筒式 292 ノーカーボン原紙、情報用紙、色上質紙 
円網ヤンキー 32 ティッシュペーパー 
円網ヤンキー 56 ティッシュペーパー 
円網ヤンキー 110 トイレットペーパー、キッチンタオル 
円網ヤンキー 110 トイレットペーパー 
B2工場 
多機能塗工機 80 ノーカーボン紙 






























2011年の原材料調達の総量は 72.1万 t(100％)で、その内訳は輸入広葉樹材 43.7t(61％)、
国産広葉樹材 5.3 万 t(7％)、輸入針葉樹材 0.5 万 t(1％)、国産針葉樹材 19.4 万 t(27％)、











































図 1－6 紙・板紙製品のパルプ構成比率(代表例) 
注：再生紙など配合率指定の銘柄を例外として、製紙工場は紙の品質、設備の効率化、製造原価を勘案し
ながら原料配合を変える。上記に示す数値は 2000年代の代表的な組成である。 




























































an＝(古紙パルプ率 n×1.18＋KP 広葉樹率 n×1.84＋KP 針葉樹率 n×1.84＋GP/TMP 針葉樹率×1×
1,000㎏ 












但し、内訳は古紙 826kg(0.826t)、広葉樹チップ 0kg(0t)、針葉樹チップ 426kg(0.426t) 
 
 各製品別の推計結果は図 1－7に示す通りである。 
 
                                                      
52 古紙 1tから 850kgの古紙パルプが再生(歩留り 85%)されると想定(中島隆吉ホームページ「「FAQ(16)古
紙 1tは立木、20本に相当する」算出根拠」『紙への道』、引用 URL：




図 1－7 製品 1t当たりの原料使用量 











(1) 2013 年における紙・板紙製品別原料消費量 






































表 1－9 製品別パルプ使用量・比率(2013年推計値) 
    単位：千ｔ、％ 
 
製品 LKP NKP GP/TMP DIP 
生産量 比率 生産量 比率 生産量 比率 生産量 比率 生産量 比率 
新聞巻取紙 3,219 12 
 
  483 16 483 72 2,253 14 
印刷情報用紙 8,576 33 4,656 75 796 26 184 28 2,940 18 
包装用紙 880 3     880 29         
衛生用紙 1,747 7 524 8 349 12     873 5 
雑種紙 760 3 760 12             
段ボール原紙 8,805 34     440 15     8,365 51 
紙器用板紙 1,597 6 240 4 80 3     1,277 8 
雑板紙 657 3             657 4 




























新聞用紙の計算例は以下の通りである(単位は t(チップは BDT)換算)。 
 
C 新聞用紙 
＝a 新聞用紙×P 新聞用紙 








但し、古紙 2,658,506t、広葉樹チップ 0BDT、針葉樹チップ 1,371,094BDT 
 
表 1－9の全ての品種にこの推計を当てはめると図 1－8のうよう示すことができる。 
 
 
図 1－8 2013 年の製品別木材チップ・古紙消費量の推計 
資料：経済産業省(2014)「経済産業省生産動態統計年報 紙・印刷・プラスチック製品・ゴム製品統計編」 
注 1：広葉樹チップ・針葉樹チップの重量単位は万 BDT、古紙の重量単位は万ｔ。 
注 2：填料・薬品は除く。 
 




































表 1－10 2013年の紙・板紙製品別原料消費量の推計 
  単位：古紙(千ｔ)、チップ(千 BDT) 
  
古紙 木材チップ 
計 計 広葉樹チップ 針葉樹チップ 
パルプ輸出入
(輸入－輸出) 
生産量 比率 生産量 比率 生産量 比率 生産量 比率  
新聞用巻取紙 2,659 14% 1,371 8%     1,371 22% 
  
印刷情報用紙 3,490 18% 10,216 58% 8,567 75% 1,649 26% 
包装用紙     1,619 9%     1,619 26% 
衛生紙 1,031 5% 1,607 9% 964 8% 643 10% 
段ボール原紙 9,871 51% 810 5%     810 13% 
紙器用板紙 1,507 8% 588 3% 441 4% 147 2% 
雑種紙・雑板紙 775 4% 1,398 8% 1,398 12%     
①推計値 19,332 100% 17,609 100% 11,370 100% 6,239 100% 
②統計値 17,056 18,400 10,917   5,051   2,432 
誤差率(①/②) 
114% 96% 





















(2) 1990 年以降における紙・板紙製品生産と原料消費の相関 
 1990～2015 年の紙・板紙製品とその主な構成原料である KP、古紙、さらに KP の主原料






























KP 0.67 0.96 0.43 0.07 0.66 0.49 
 
    
広葉樹 0.48 0.91 0.62 -0.16 0.56 0.70 0.95 
 
  
針葉樹 -0.02 0.31 0.98 -0.82 -0.20 0.95 0.41 0.61 
 
古紙 0.74 0.57 -0.52 0.77 0.76 -0.45 0.52 0.27 -0.53 
資料：図 1－1 と同じ。 
注：小数第 3 位を四捨五入 
 
表 1－12 KP の構成比率 
    単位：％、千 t 
  NBKP LBKP NUKP LUKP KP計 
1990 14 66 18 2 8,721 
1995 13 68 15 3 9,078 
2015 13 74 13 0 8,109 
資料：日本製紙連合会「パルプ統計」 
 















































は 4割程度でその内 KPの生産が 9割以上を占めている。古紙の利用率は板紙で 9割に達し、
その使用量は古紙使用量の 51％を占める段ボール原紙の生産量に影響され得る。そして、
古紙の使用率は製品の品質維持の面からほぼ上限になりつつあるとされ、今後大幅に上昇



















第 2章 紙・パルプ産業における工場立地調整と国産材調達構造 
 






































































図 2－2 紙・板紙製品需要増加期における紙・パルプ産業の低収益構造 
資料：加藤(1987)6頁参考に一部筆者改変。 
 

































































































という構成であり、KP法及び SP法を用いる紙・パルプ一貫工場は 33 工場、パルプの製造・
販売専門は 9 工場となっていた。パルプ生産量では、針葉樹資源の逼迫と広葉樹利用の推
進によって KPの増加量が大きく、SPの生産量は 1959年以降減少傾向となった。 
 表 2－2 よりパルプ製造設備の運転開始年を見ると、1951～1974 年に KP 設備 177 基が運




1950～1972年末に SP設備を廃棄した工場は 10工場、KP設備を廃棄した工場が 8工場と
なっているが、KP新設工場が圧倒的に多いため、1972年時点で KP工場が 39工場、SP工場
が 13 工場となった。SP 生産からの撤退は 1958～1964 年に相次いでおり、この要因として
は排水問題が注目されてきたこと、針葉樹原木の入手困難化、生産規模の相対的劣化など
が挙げられる4。総工場数については、SP 工場は 1954 年 14 企業 21 工場、1964 年 16 企業
20 工場、1975 年 6 企業 11 工場、1983 年 4 企業 5 工場と企業数・工場数ともに減少の一途
を辿り、KP 工場は 1954 年 21 企業 22 工場、1964 年 33 企業 39 工場、1975 年 27 企業 40 工
場、1983年 23企業 37工場と工場数は 1960年代まで増加し横ばいとなったが、1社 1工場
体制から 1社で複数工場を有して操業を行う企業が増加する傾向となった。 




表 2－2 パルプ製造設備運転開始年 











15 4 1 
  
SP 3 4 4 9 
 
3 2 1 
KP 
 
3 2 21 63 25 43 25 
SCP 
   
3 15 11 22 4 
CGP 
    
15 12 22 3 
その他 
      
2 1 
RGP 4 
    
7 53 14 
GP 4 10 7 24 37 21 33 4 




(5％)となり、1950年代に多数存在した GP及び同種の機械パルプ(TMP/RGP)工場は 11社 14




工場まで激減したが、生産量は 59万 tから 163万 tへと著増した。GPの生産・販売のみを













 KP工場数は 1950年代から増加し、1970年代に 40工場とピークを迎える(表 2－3)。その
間に KP生産から撤退した工場を挙げると、1950年以前から KP設備を有していた工場では、







 工場数だけを見れば、1970～1980 年において KP 工場があるのは 26 道県で、北海道は木
材資源量や面積の点からも 5～6 工場と最も多く、静岡 4～5 工場、広島 3 工場、宮城・愛





の合併が進められていった。その結果、KP 企業・工場数は 1990 年 22 企業 37 工場、1995







表 2－3 KP工場の分布変化 
単位：工場 
 
1954 1964 1970 1975 1980 
全 国 22 39 39 40 40 
北海道 3 5 5 6 6 
青 森 - - 1 1 1 
岩 手 - - 1 1 1 
宮 城 - 1 2 2 2 
秋 田 - - - 1 1 
山 形 - - - - - 
福 島 1 1 1 1 1 
茨 城 - 1 1 1 1 
栃 木 1 1 1 1 1 
群 馬 - - - - - 
埼 玉 1 - - - - 
千 葉 - - - - - 
東 京 - - - - - 
神奈川 - - - - - 
新 潟 - 1 1 1 1 
富 山 - 1 2 1 1 
石 川 - - - - - 
福 井 - - - - - 
山 梨 - - - - - 
長 野 1 1 1 1 1 
岐 阜 - 1 1 1 1 
静 岡 4 5 4 5 5 
愛 知 2 1 1 1 1 
三 重 1 1 1 1 1 
滋 賀 - - - - - 
京 都 - 1 - - - 
大 阪 1 - - - - 
兵 庫 1 1 1 1 1 
奈 良 - - - - - 
和歌山 1 1 1 1 1 
鳥 取 1 2 1 1 1 
※島根 - - - - - 
岡 山 - - - - - 
広 島 2 3 3 3 3 
山 口 - 1 1 1 1 
徳 島 - 2 2 1 1 
香 川 - - - - - 
愛 媛 1 2 2 2 2 
高 知 - 1 - - - 
福 岡 - - - - - 
佐 賀 - - - - - 
長 崎 - - - - - 
熊 本 - 1 1 1 1 
大 分 - 1 1 1 1 
宮 崎 - 1 1 1 1 
鹿児島 1 2 2 2 2 
沖 縄 - - - - - 
資料：通商産業省(1964、1971、1975、1980)「紙 
・パルプ製造設備調査報告」 



























せ、紙・パルプ産業の構造的不況を招くこととなった。   
SP は特殊紙生産などへの需要が一部で存在してはいるものの、大量生産品目である印刷
情報用紙への利用は LBKPに取って代わられたため、KP設備の導入・操業の安定化とともに
停止が進められていったため、1955年にパルプ総生産量の 31％から 1970年には 5％、1985
年には生産はあるものの構成比としては 0％へと縮小していった(表 2－4)。 
 
  




表 2－4 パルプ種類別構成比率と総生産量の推移 





SCP/CGP SP その他 総生産量 
1950 9 54 0 32 5 648 
1955 23 40 3 31 3 1,610 
1960 43 29 10 16 2 3,153 
1965 52 20 18 8 1 4,696 
1970 56 15 23 5 0 8,247 
1975 63 16 17 4 0 8,350 
1980 69 19 11 2 0 9,488 
1985 76 18 5 0 0 9,030 
1990 78 18 3 0 0 11,141 
1995 83 15 2 0 0 10,978 
2000 87 12 1 0 11,319 
2005 88 11 1 10,756 
2010 92 8 0 9,392 






































を有する工場は 11 工場で、その内 BKP 設備も併設されている工場は 8 工場で、UKP 設備の
みは 3 工場となっている。LBKP 生産が主な工場では印刷情報用紙(上級)・包装用紙・紙器



















～19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 20 20 20 20 20 20 20 20
46 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 65 67 68 70 71 72 75 76 80 81 82 85 86 88 90 93 95 98 02 04 06 08 09 11 14 15
1938国策パルプ(旭川) ⓈⓀ 日本製紙Ⓚ◐Ⓦ印包雑器板 LN BKP
1908富士製紙(江別) Ⓚ 王子エフテックスⓀ印包雑 L BKP/UKP
1940大日本再生紙(勇払) Ⓚ 日本製紙ⓀⓌ印新 L BKP 45国策パルプ工業/72山陽国策パルプ/93日本製紙/10勇払事業所
1958本州製紙(釧路) Ⓚ ×Ⓚ 王子製紙ⓂⓌ段 → 古紙利用
1959大昭和製紙(白老) Ⓚ 日本製紙Ⓚ印 L BKP
1920富士製紙(釧路) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ Ⓢ 日本製紙ⓀⓂⓌⓈ新印包化 N BKP/DP
1910王子製紙(苫小牧) Ⓢ Ⓚ×Ⓢ 王子製紙ⓀⓂⓌ新印 N BKP/UKP
1940東北振興パルプ（秋田) Ⓢ ×Ⓢ 1986年停止 ×
1951白河パルプ(白河) Ⓚ ×Ⓚ 1993年停止 → プレスボード
1940東北振興パルプ(石巻) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ 日本製紙ⓀⓂⓌ印 LN BKP
1965白河パルプ(北上) Ⓚ 三菱製紙Ⓚ衛印 L BKP
1967三菱製紙(八戸) Ⓚ 三菱製紙Ⓚ◐Ⓦ印器 LN BKP
1968大昭和パルプ(岩沼) Ⓚ 日本製紙ⓀⓂⓌ新印 LN BKP
1970東北製紙(秋田) Ⓚ 日本製紙ⓀⓌ段印 LN BKP/UKP
1916日光板紙(日光) Ⓚ ×Ⓚ 王子マテリアⓌ段器板 → 古紙利用
北越製紙(戸田) Ⓚ ×Ⓚ 1954年停止 ×
1954高萩パルプ(高萩) Ⓚ ×Ⓚ 2002年停止 ×
1914北越板紙(新潟) Ⓢ Ⓚ×Ⓢ 北越紀州製紙ⓀⓌ印器 L BKP
1949中越パルプ(能町) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ 中越パルプⓀⓌ印包器 NL BKP/UKP
1938日曹人絹パルプ(富山) Ⓢ ×Ⓢ 1980年停止 ×
1919北海工業(伏木) Ⓢ ×Ⓢ 1986年停止 ×
1933昭和製紙(鈴川) Ⓚ ×Ⓚ 2011年停止 ×
1950三興パルプ(富士) Ⓚ 大興製紙Ⓚ包雑器 N UKP
1947南信パルプ(上伊那) Ⓚ ×Ⓚ 2004年停止 ×
1907東海紙料(島田) Ⓚ 特種東海製紙ⓀⓌ印包衛雑段 N UKP
1951王子製紙(春日井) Ⓚ 王子製紙ⓀⓌ印包衛 LN BKP/UKP
1939春日産業 Ⓚ 1965～70年の間に停止 → 古紙利用
1950大昭和製紙(富士) Ⓢ Ⓚ ×Ⓚ 日本製紙Ⓦ新印雑 → 古紙利用
1956名古屋パルプ(可児) Ⓚ 大王製紙ⓀⓌ印包衛雑 LN BKP/UKP 83大王製紙グループ/07大王製紙
1908富士製紙(富士)本州製紙 Ⓢ ×Ⓢ 王子マテリアⓌ段器 → 古紙利用
1908中央製紙(中津) Ⓢ ×Ⓢ 王子エフテックス雑 → 紙加工
東洋紡(犬山) Ⓢ 1965～70年の間に停止 ×
1938新宮木材パルプ(新宮) Ⓚ ×Ⓚ 1995年停止 → 加工・フィルム
1950紀州製紙(紀州) Ⓚ 北越紀州製紙ⓀⓌ印包 L BKP
大極東パルプ(大阪) 1951～63年の間に停止 ×
京都製紙所 Ⓚ 1965～70年の間に停止 ×
1894真島製紙所(神崎) Ⓢ 王子IM印包 → 紙加工
1939興亜繊維工業(谷川) Ⓚ 兵庫パルプ工業Ⓚ N UKP
1948大竹紙業(大竹) Ⓚ ×Ⓚ 日本製紙Ⓦ印包 → 古紙利用
谷本産業(名古屋) 1951～63年の間に停止 ×
1951東洋パルプ(呉) Ⓚ 王子製紙ⓀⓌ印包 LN BKP/UKP
1952日本パルプ(米子) Ⓚ 王子製紙Ⓚ印器化 LN BKP/DP
1906芸防抄紙(芸防) Ⓚ ×Ⓚ 日本製紙Ⓦ印器段 → 古紙利用
新日本産業(鳥取) Ⓚ 1965～70年の間に停止 ×
1937山陽パルプ工業(岩国) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ 日本製紙Ⓚ印 LN BKP
1937新日本レーヨン(江津) Ⓢ 日本製紙Ⓢ化 L DP
土佐紙(高知) Ⓚ 1965～70年の間に停止 ×
1943大王製紙(三島・川之江) Ⓚ 大王製紙Ⓚ◐ⓂⓌ新印包衛雑段 NL BKP/UKP
1954丸住製紙(川之江・大江) Ⓚ 丸住製紙ⓀⓂⓌ新印 NL BKP
大洋製紙(徳島) Ⓚ 1971～75年の間に停止 ×
1959神崎製紙(富岡) Ⓚ 王子製紙ⓀⓌ印衛 LN BKP
1950西日本パルプ(高知) Ⓢ ×Ⓢ 1972年停止 ×
1954中越パルプ(川内) Ⓚ 中越パルプⓀ印包雑 LN BKP/UKP
1957兵庫パルプ(大分) Ⓚ ×Ⓚ 王子マテリアⓌ段包板器 → 古紙利用
1924九州製紙(八代) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ 日本製紙ⓀⓌⓂ印新 LN BKP
1938日本パルプ(日南) Ⓢ Ⓚ ×Ⓢ 王子製紙ⓀⓌ印雑 L BKP
1926樺太工業(坂本) Ⓢ ×Ⓢ 1988年停止 ×
1960出水製紙(出水) Ⓚ ×Ⓚ 1982年停止 ×
1953興国人絹パルプ(佐伯) Ⓢ ×Ⓢ 1998年停止 ×






































































第 2節 国産チップ調達体制の構築と系列化の動態    
 
1 木材チップ製造業の組織間関係 
(1) 木材チップの流通経路  
















図 2－4 パルプ材集荷機構の変化 
資料：塩川(1977a)89頁 





























転換されていった。木材チップ生産量(針広込み)は 1990 年までは 40 万 BDT/年台後半を横
ばいで推移してきたが、その後 2000年にかけて減少し、20万 BDT台半ばへと減少した。し
かし、一工場当たりの生産量は 1969年に 621BDT/年であったものが、2015年には 2,251BDT/
年へと増加しており、中小製材工場の減少と大規模製材工場への生産集中がみられる。 
 


















 1961年 565工場から 1970年のピーク時にはおよそ 2倍の 1,150工場へと増加したが、そ
の後減少の一途を辿り、2015 年には 357 工場となった(図 2－6)。生産量は 1971 年の 407
万 BDTを記録したが、その後は増減を繰り返し、1996年に最低の 236万 BDTとなった。1990
年代後半からは生産量の増加が見られ、2013 年には 400 万 BDT へと増加した。この要因と
しては、1990 年代までは専ら広葉樹チップ生産量の減少によって総生産量が減少してきた
が、2001年のグリーン購入法の施行によって原木からの間伐材針葉樹チップ生産8が増加し
たことが挙げられる。一工場当たりの生産量は 1969 年の 2,605BDT/年から 2013 年の
10,342BDT/年へと増大し、小規模工場の減少と工場の大規模化が進展した。 
 


































































図 2－6 専業チップ工場数と生産量 



















































































ものの、その割合は減少し、1964 年には 5 割を切るようになった。他方で、広葉樹チップ
の消費割合が年々増加することとなった。 
全国における広葉樹チップ生産量は 1961年の 99万 BDTから 1965年 252万 BDT、1969年





競争力も有しているため、1980年代半ばより 30万 BDT前後で推移してきた。 
 
 
図 2－8 針・広別チップ生産量推移 



















































































































表 2－6 チップ工場の普及過程 
  
総工場数 操業開始工場数 
1985 1961 1961 1960 1959 1958 1957 1956 1955 
北海道 721 314 150 96 47 11 8 1 1 
青森 118 10 8 1 1 - - - - 
岩手 154 76 23 32 15 5 1 - - 
宮城 104 35 17 13 2 2 1 - - 
秋田 131 51 9 28 8 5 1 - - 
山形 156 31 6 20 4 - 1 - - 
福島 198 83 44 15 16 5 1 1 1 
茨城 165 30 10 10 7 2 1 - - 
栃木 218 127 98 8 12 2 5 2 - 
群馬 63 25 16 3 4 1 1 - - 
埼玉 59 13 5 6 - 1 1 - - 
千葉 35 23 13 5 5 - - - - 
東京 77 41 19 11 1 - 8 - 2 
神奈川 15 10 1 2 3 2 1 1 - 
新潟 112 29 4 13 9 - 2 - 1 
富山 101 43 3 6 12 8 13 1 - 
石川 41 18 6 2 5 - 3 1 1 
福井 51 47 20 12 9 2 1 - 3 
山梨 112 44 14 8 14 1 2 3 2 
長野 255 145 73 33 13 14 11 1 - 
岐阜 148 92 36 21 19 4 10 1 1 
静岡 303 279 164 48 24 14 17 12 - 
愛知 119 90 36 18 9 9 13 4 1 
三重 173 73 31 17 13 3 7 2 - 
滋賀 21 31 9 13 6 2 1 - - 
京都 95 62 27 14 13 6 2 - - 
大阪 17 32 5 12 5 8 1 - 1 
兵庫 112 123 25 22 45 17 12 - 2 
奈良 72 85 53 13 16 1 2 - - 
和歌山 98 62 48 6 3 2 1 2 - 
鳥取 33 59 11 15 29 2 1 1 - 
島根 56 119 34 20 46 13 6 - - 
岡山 95 58 13 15 23 6 1 - - 
広島 123 96 15 23 35 10 8 1 4 
山口 70 38 9 12 12 4 1 - - 
徳島 88 99 47 28 12 8 3 - 1 
香川 81 20 5 3 8 4 - - - 
愛媛 183 138 91 24 17 3 1 2 - 
高知 118 123 48 36 22 11 3 3 - 
福岡 68 31 9 5 13 3 - - 1 
佐賀 27 10 - 4 5 - - 1 - 
長崎 17 10 4 1 4 1 - - - 
熊本 52 35 13 7 11 4 - - - 
大分 106 34 5 5 11 9 4 - - 
宮崎 77 63 25 24 9 4 1 - - 
鹿児島 74 47 14 14 12 4 3 - - 


















チップ需要量比率は、北海道 26％、東北 10％、関東 3％、北陸 5％、東海 25％、近畿 4％、














































































組織とし、静岡県から岡山県までの 200 以上のチップ工場の系列化を行い、当時の 1 工場
では国内最大級の約 2万 9,000㎥/月の調達を達成した32。 















していき、その結果、1962 年に 180 あった取引業者数は 1972 年には 76 にまで減少するこ
ととなった34。同時期に王子製紙春日井工場では周辺の伐採請負人の系列化による原料の確
保が行われている。 








表 2－7 広葉樹パルプ材価格の推移 
    単位：円/㎥ 
 1957 1958 1959 1960 1961 
北海道 2,590 2,440 2,260 2,400 2,410 
東北 3,050 3,050 2,700 2,700 2,700 
東海 2,520 3,230 2,870 3,410 3,420 
中国 2,770 2,520 2,520 2,520 2,810 
四国 2,520 2,160 1,980 2,700 3,960 










年以降に専業工場が増加したと見られ、1961 年に 565 工場だったものが、1963 年には 958
工場に増加している36。1950年代半ばからの広葉樹利用の促進は紙・パルプ企業の原料集荷
圏を大幅に縮小させ、各地域の買手の数を減少させるという点で価格競争の抑制に一定の






全国における広葉樹チップ生産量は 1961年の 99万 BDTから 1965年 252万 BDT、1969年 524
万 BDTと飛躍的に増加し、1973年にピークの 710万 BDTとなった。 
1961 年時点で北海道、広島に次ぐ広葉樹チップ生産量をほこった岐阜県の動向を例に見
























は 1954 年の北海道の風倒木処理の影響で 1955～1956 年に価格の低下見られたものの、概
して上昇傾向が続き、1961 年には関東・東海・近畿・四国で 6,000 円/㎥を上回り、1951
年の 3 倍以上の価格を示すようになった。関東・近畿・東海は都市近郊、四国は海上輸送
が可能ということから遠隔地域からの集荷圏にも入ることとなり需要の競合によって価格




表 2－8 パルプ材の価格推移(内地：アカマツ・クロマツ、北海道：エゾ・トド) 
         単位：円/㎥ 
  1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 
北海道 2,950 4,300 3,950 4,670 3,770 3,050 3,410 2,980 2,980 3,959 4,680 
東北 1,800 3,050 3,050 5,390 3,950 3,590 4,850 4,670 4,670 4,560 4,970 
関東 1,800 3,170 3,860 5,900 4,670 4,730       5,390 6,300 
北陸 1,640 3,110 3,150 5,580 4,980 4,500       5,390   
東海 1,800 2,160 3,050 5,570 3,950 3,770 4,670 5,680 5,680 5,730 6,300 
近畿 1,800 2,160 2,870 5,210 3,770 3,700 4,850 5,250 5,250 5,750 6,480 
中国 1,220 1,980 2,800 4,670 3,840 3,700 4,850 4,850 4,850 5,140 5,580 
四国 1,700 2,770 3,260 5,030 3,770 3,700 4,676 5,210 5,210 5,320 6,300 
























材 5,500 円/㎥、広葉樹パルプ材 3,800 円/㎥から、1974 年には針葉樹パルプ材 10,000 円/
㎥、広葉樹パルプ材 10,800 円/㎥とそれぞれ 1.8 倍、2.8 倍という暴騰が生じた45。この値
上がりに際して、それまで針葉樹パルプ材よりも低価格で推移していた広葉樹パルプ材で
あったが、1973年 12月に針葉樹パルプ材 8,100円/㎥、広葉樹パルプ材 8,400円/㎥となり、
史上初めて針葉樹パルプ材と広葉樹パルプ材の価格の逆転が起こった。岩手県では 1972年





























































































































                                                      
58 北越紀州パレット株式会社(2017) 
59 紀州製紙株式会社社史編集室(2001)：156頁 
19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19
59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88





高萩パルプ(高萩) × × ・日本加工製紙 ・NK林業 日本加工製紙
新秋木林業(高萩) × ×
大昭和製紙(鈴川) × 〇 × 大昭和製紙
大興製紙(富士) × ×
アングルボード(山形) × ×
東北パルプ(秋田) ・十条製紙 ・十条パルプ × ×









中越パルプ(富山) × 〇 × ×
東北製紙(秋田) 東北製紙












当時の原料転換の状況について東洋パルプ 25 年史の記述を引用すると、「有力ナ 同業
他社ト 競争シ，山林部ガ 中四国地区デ 集材競争ヲ スル コトワ 非常ニ 困難デ 
アッタ コトワ マエニ ノベタ トウリデ アル．工場ノ 原木消費ワ 増設ニ ヨッ
テ チクジ 増加ノ 傾向ニ アリ，集材対策ニ 苦慮シテ イタ．オリシモ 29年 10月 
工場ノ 至近距離デ ワガ国 チップ業界ノ 先駆者 堀川宇一氏ガ ハジメテ チップ
製造ヲ 開始シタノデ，当社ワ ソノ 使用ニ フミキッタ．32 年ゴロ カラ，同業他社
モ 購入チップノ 有利性ヲ 認識シ，チクジ 増量ヲ ハカッタ ノデ 集荷競争ノ 
激化ト 価格ノ 高騰ヲ マネキ，当社ノ 計画シタ オールチップ体制ノ 実現ガ 困
難ニ ナッタ．コノタメ 39 年 本邦 初ノ 専用船ニ ヨル 米国チップ，サラニ 45
年 スモールチップ 輸入エノ キッカケヲ ツクル コトト ナッタ．」60と述べられて
いる。上述したように紙・パルプ企業による木材チップ工場の系列化は、表向きは木材チ
ップ供給量と価格の安定化を目標としていたが、「国内ノ 木材事情ヲ 背景ト スル パ
ルプ原料集荷競争ワ，各社ノ 工場増設ニ ヨル 需要増ニ ヨリ 一層ノ 拍車ヲ カ
ケラレ，イキオイ 同業他社ノ チップ利用熱ワ 急速ニ タカマリ，ソレゾレ 自社系
列ノ チップ工場ノ 育成ノミニ 満足デキズ，裏表カラ 万策ヲ モッテ 他社系列ノ 



































契約期間が 3 か月に満たないものが約 7 割となっていた、④約半数のパルプ工場がチップ
工場への出資を行い、出資を受けているチップ工場の約半数以上が 50％以上の出資を受け






























表 2－10 広葉樹チップ価格の変化 
     
単位:円/㎥ 
  1984 1985 1986 1987 1988 1989 
全国平均 12,608 12,958 12,458 11,608 11,417 12,058 
北海道 12,208 12,942 12,200 11,283 11,133 11,725 
岩手 13,825 13,875 13,242 11,817 11,417 12,717 
岐阜 12,567 12,992 12,567 11,858 11,758 12,492 
静岡 12,200 12,200 11,850 11,150 10,800 10,950 
和歌山 12,133 12,575 12,050 11,475 11,700 12,342 
広島 10,300 10,308 10,275 9,725 9,908 9,950 
愛媛 10,500 10,500 10,500 10,275 9,700 9,925 
熊本 11,400 11,350 10,700 10,433 10,300 10,525 
米国 14,890 15,390 11,380 9,960 9,310 10,470 
豪州 13,580 12,540 10,270 10,070 10,600 11,580 
インドネシア 19,990 19,110 14,190 11,440 13,570 11,990 
マレーシア 16,590 16,950 14,230 11,870 11,480 10,880 
南アフリカ 14,190 12,980 11,150 9,610 8,940 9,730 
円/米ドル 236.9 240.2 170.1 146.0 128.2 137.4 












                                                      
66 日本製紙連合会(1996a)：11頁 
67 チップ製造業者聞き取り調査(2017年 2 月 1日実施) 
68 日本製紙連合会(1998a)：10頁 
























































第 3節 紙・パルプ企業によるチャネル統制の弛緩と国内チップ製造業の交渉力低下 
 
















図 2－9 印刷情報用紙生産量・KP生産量・広葉樹チップ消費量の推移 
資料：表 2－4 と同じ。 
注：単位について印刷情報用紙生産量(万 t)、KP生産量(万 t)、広葉樹チップ消費量(万 BDT) 
 
1980 年代後半のバブル景気では紙製品需要、特に新聞用紙と印刷情報用紙の需要が伸び
たため、1986～1990 年の 5 年間で紙・パルプ企業全体で約 2 兆円に迫る設備投資が行われ






































































































この 2 社を中心として過剰設備の適正化が図られていった。2008 年のリーマンショック後
の不況により、紙需要が大幅に減少したことで各社はかつてない減産を余儀なくされた。
表 2－11 によれば総生産量の減少とともに王子製紙と日本製紙のシェアが減少してきたこ






表 2－11 印刷情報用紙生産シェアの推移 
     単位：％、千 t 
  
  





























1990 14 7 5 13 8 14 7 1 7 5 2 17 9,251 
1995 19 5 21 12 7 1 7 5 2 18 10,565 
2000 25 21 12 7 1 7 7 2 17 11,756 
2005 25 31 8 1 8 8 2 16 11,476 
2010 22 32 10 8 12 16 9,547 





者合算で 4割強の KP生産量シェアを持ち、2003年の日本製紙と大昭和製紙の合併で 5割強
の KP生産量シェアを持つこととなった(表 2－12)。その後、2000年代後半に 2社が中心と






表 2－12 KP 生産シェアの推移 
      単位：％、千 t 
  































1990 18 3 4 8 9 12 10 8 6 4 2 13 8,721 
1995 23 3 20 11 12 6 7 5 2 11 9,078 
2000 26 21 11 12 7 6 6 2 8 9,792 
2005 26 33 12 7 6 8 2 6 9,490 
2010 25 29 12 7 7 12 8 8,614 
2015 23 26 15 8 7 13 9 8,109 
資料：日本製紙連合会「パルプ統計」 
 
 図 2－10 の 1990～2015 年の KP 工場別の生産量みると、2015 年では大王製紙(三島)と北
越紀州製紙(新潟)が 80 万 t 以上となっている(日本製紙(北海道)は 3 工場の合計値なので
一工場当たりの生産量とはしない)。大王製紙(三島)は 1990年時点でも 71万 tと大きかっ
たが、北越紀州製紙は 1990 年の 37 万 t から 2015 年には 86 万 t と 2 倍以上の増加となっ
た。2008年以降にリーマンショックによる減産があったため、2015年が 1990・2000・2015
年の 3か年の内で生産量が最も高くなっている工場は上述の 2工場と兵庫パルプ(谷川、21
万 t)と丸住製紙(大江、23 万 t)、中越パルプ(川内、28 万 t)の 5 工場に過ぎず、他の工場





HD と日本製紙の工場での減少量が大きく、KP 生産量の各工場合計で、日本製紙は 2000 年
の 321.5 万 t から 2015 年に 209.1 万 t と約 112 万 t(木材チップ概算にして約 190 万 BDT)
の減産、王子 HD では、2000 年の 257.7 万 t から 2015 年には 187.6 万 t へと約 70 万 t(木












北海道では 1990 年代までは王子製紙、本州製紙、山陽国策パルプ、大昭和製紙という 5
社 6工場が存在し、各企業の KPの道内生産量のシェアは多くとも 2割台と分散していたが、





企業 6 工場から 2 企業 5 工場(日本製紙 51％、三菱製紙 49％)、北陸は 2 企業 2 工場(北越
紀州製紙 73％、中越パルプ 27％)で継続、関東はパルプ生産撤退、東海 6企業 7工場から 4
企業 4工場(王子 43％、大王 33％、特種東海製紙 15％、大興製紙 9％)、近畿 3企業 3工場
から 2 企業 2 工場(北越紀州製紙 47％、兵庫パルプ 53％)、中国 4 企業 5 工場から 2 企業 3
工場(王子 54％、日本 46％)、四国は 3 企業 3 工場(王子 19％、大王 64％、丸住 18％)で継







































































































































































































万t 1990 2000 2015
96 
 
表 2－13 地域別 KP工場の推移 






































江別 20 22 17 
王子 
苫小牧 19 19 17 
本州 釧路 31 17 × × 
十條 釧路 12 11 7 
日本     山陽国策 
旭川 22 17 
59 勇払 18 17 
大昭和 白老 44 39 
総生産量 165 142 100   
東北 
十條 石巻 41 40 35 
日本 大昭和 岩沼 15 15 5 
東北 秋田 15 32 26 
三菱 
八戸 42 54 51 
三菱   
北上 12 13 11 
白河 14 × × × 
総生産量 138 154 127   
関東 日本加工紙 高萩 14 10 × × 
総生産量 14 10 × 
 
北陸 
北越 新潟 37 63 86 北越紀州 
中パ 能町 25 35 32 中パ 
総生産量 62 98 118   
東海 
大昭和 
鈴川 41 49 × 
× 
富士 9 × × 
王子 春日井 45 52 47 王子 
名古屋 可児 19 37 35 大王 
東海パルプ 島田 20 20 16 特種東海 
大興製紙 谷川 12 11 10 大興 
南信 上伊那 3 3 × × 
総生産量 150 173 108   
近畿 
紀州 紀州 20 20 18 北越紀州 
兵庫パルプ 谷川 18 19 21 兵パ 
巴川 新宮 6 × × × 
総生産量 43 39 39   
中国 
王子 
米子 20 42 36 
王子 
呉 33 34 27 
山陽国策 岩国 41 56 55 日本 
日本紙業 芸防 12 12 × × 
大竹 大竹 7 9 × × 
総生産量 112 154 118   
四国 
大王 三島 71 81 83 大王 
神崎) 富岡 30 44 24 王子 
丸住 大江 11 9 23 丸住 
総生産量 111 133 130   
九州 
王子 日南 22 23 19 王子 
本州 大分 8 5 × × 
十條 八代 21 23 23 日本 
中越パルプ 川内 25 24 28 中パ 




(3) KP 生産量と国内チップ生産量の乖離 
 輸入チップの使用が本格化する前の 1980 年代前半の KP 工場と都道府県の木材チップ生




1980 年代の生産量では大王製紙(三島)が 40 万 t 以上で最も生産量が大きい。ついで 30
万 t 台が 4 工場、20 万 t 台が 6 工場、そして 10 万 t 台が 20 工場と最も多かった。針葉樹
を主な原料とする UKPのみを生産している工場(BKP率 0％)は 9工場あり、20万 t台が 1工
場、10 万 t 台が 3 工場、9 万 t 以下が 5 工場となっており、KP 工場としては比較的小規模
な工場を主として構成されてきた。 
 
表 2－14 1983年の KP工場分布(37工場) 
1983 
BKP率 木材チップ 

















石巻(宮城)   
八戸(青森)   
新潟(新潟)   
富岡(徳島) 
 
釧路(北海道) 鈴川(静岡) 43万 BDT~ 
10万
t~(20) 
米子(鳥取)   
日南(宮崎)   
勇払(北海道)  
八代(熊本)   
北上(岩手)   
可児(岐阜)   
紀州(三重)   


























注：木材チップ消費量推定値は KP1t＝木材チップ 2.18t。 
 
チップ生産量がピークを迎えた 1974年には 20万 BDTを越える道府県が 19で北海道は 200
万 BDT 以上、岩手は 40 万 BDT 以上に達している。広葉樹比率は 7 割を超える道府県は 19
都道県となっていた。1985 年においては 20 万 BDT 以上の道県は 14 に減少しているが、岩
手が 50万 BDT、福島が 40万 BDTへ増産しており、生産量が従来から比較的大きい地域での




工場を有さない地域でも 10万 BDT以上の生産がなされていた。広葉樹比率が 5割上の道府
県は 26都道府県となっている。 





葉樹チップで兵庫パルプ谷川工場(兵庫)などであるが、いずれも KP 生産量 10 万 t 台の工
場であった。 
 
表 2－15 1985年の地域別チップ生産量 
1985 
広葉樹比率 














































資料：図 2－5 と同じ。 
※1：〇茨城、栃木、〇新潟、〇三重、〇和歌山、岡山、〇徳島、〇愛媛、大分 
※2：埼玉、千葉、神奈川、〇愛知、京都、奈良、福岡 




ルプ工場の関係についてみてみると、北海道は 2 企業 6 パルプ工場を有し、森林資源も豊
富なことから広葉樹チップを主として 80万 BDT以上の生産量を維持している(表 2－16、表
2－17)。岩手は三菱製紙(北上)が国産材チップでの生産を堅持しているため、減少傾向で
はあるものの 30 万 BDT の生産が保たれている。広島は針葉樹チップを主として 30 万 BDT
の生産を行っているが、この要因としてはダグラスファー製材大手の中国木材の製材端材
チップ供給が挙げられ、隣接した王子マテリア(呉)を主としてまとまった量の取引が続い
ている。福島県では、1984～1992 年に広葉樹チップを年間 30 万 BDT 以上生産していたが、
三菱製紙(白河)が 1993年に KP生産を停止したことによって BKP約 13万 t分の広葉樹チッ
プ需要が喪失し、広葉樹チップ生産量は 1990 年の 36 万 BDT から 1994 年には 11 万 BDT へ
99 
 
と減少、1990 年代は横ばいで推移し、2000 年代に 10 万 BDT を下回った。この時期におい
て国有林伐採の減少という供給減少要因も存在したが、パルプ工場の喪失がそのまま広葉
樹チップ需要の喪失につながり、代替供給先によるチップ製造業の維持は行われなかった
ことが窺われ、県内の専業チップ工場数も 22 工場から 17 工場へと減少した。その後は、
新潟の北越紀州製紙へ広葉樹チップ、宮城の日本製紙(石巻・岩沼)に針葉樹チップの供給










表 2－16 2015年の KP工場分布(25工場) 
2015 BKP率 木材チップ 
消費量(推定) 
 













岩国(山口)   
八戸(青森)   
北海道(北海道) 
     
94万 BDT~ 
40万
t~(1)   
春日井













富岡(徳島)   


























釧路(北海道)   










表 2－17 2015年の地域別チップ生産量 
2015 
広葉樹比率 


































































なっている。2015年における UKP生産量は約 21万 tであるため、針葉樹チップの推定消費








存度が 100％となっており(表 2－18)、さらに紙・パルプ企業についても 1企業 1工場体制
に近く、紙・板紙製品需要の増加とも相まって原料調達競争は厳しさを増していった。そ
んな中、特に原料価格の高騰に悩まされていた中国・東海で東洋パルプと大昭和製紙が輸
入針葉樹チップの輸入を開始した。そして、1965 年から 1975 年の 10 年間で国産パルプ材
の高騰もあり、全国的に針葉樹チップの国産材比率が大きく低下し、総調達量が少ない関
東・近畿は例外として、国産針葉樹チップ比率は北海道 31％、東北 42％、北陸 53％、東海










                                                      
81 兵庫パルプ工業株式会社(2017)  
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表 2－18 地域別国産針葉樹チップ調達量と国産率 
単位：％、千 BDT 
    1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
北海
道 
国産率 100 49 31 28 49 34 45 47 60 68 79 
調達量 363 372 407 505 631 627 647 572 608 521 554 
東北 
国産率 100 62 42 43 55 56 61 68 72 81 90 
調達量 117 177 272 305 399 499 511 511 530 486 585 
関東 
国産率 100 100 98 97 100 98 100         
調達量 64 60 62 86 95 75 12         
北陸 
国産率 99 58 53 59 69 56 53 51 47 32 30 
調達量 69 109 168 225 213 185 206 176 168 94 68 
東海 
国産率 90 44 35 40 58 53 55 57 61 62 70 
調達量 625 655 492 605 770 773 768 703 793 783 810 
近畿 
国産率 100 100 100 97 98 80 80 84 100 93 89 
調達量 111 149 184 336 316 283 243 256 320 338 358 
中国 
国産率 83 42 43 47 63 71 68 61 62 59 68 
調達量 246 224 266 296 342 346 344 427 491 396 370 
四国 
国産率 100 44 23 18 29 28 35 31 37 43 36 
調達量 98 207 237 238 360 375 465 401 484 437 346 
九州 
国産率 100 81 73 76 82 61 63 81 60 78 78 




































































































































































































国 30％、東海 3％、北陸 1％となっている。中国地方の自地域内調達比率は 1965年の 60％
から 1988年には 88％となり、1990年代後半から 2007年までは 9割台で推移したが、2008
年以降は九州からの調達比率が増加し、2015年では中国 83％、四国 4％、九州 13％となっ
た。四国は自地域での調達比率は 1970 年代以来 40％後半～60％前後で推移してきており、
1970～80年代は中国、1990～2000年代は九州からの調達比率が高くなった。また、中国木
材鹿島工場ができてからは関東から製材端材のダグラスファーチップ調達が行われてきた。










道・東北・関東・北陸・近畿・九州で 1990 年代前半、北陸・東海・中国・四国で 1980 年
代後半となっており、1985 年以降に急激な外材利用への転換が進行したことがわかる。国
産広葉樹チップの調達量を 1990年と 2015年で比較すると、北海道 3分の 1、東北 2分の 1、
関東調達撤退、北陸 4分の 1、東海 5分の 1、近畿 35分の 1、中国 3分の 1、四国 20分の 1、
九州 4分の 1と西日本を中心に大きく減少した(表 2－19)。1990年において北海道、東北、
関東、近畿、九州は国産材比率が 50％以上であるのに対し、東海.中国・四国は 35％以下








表 2－19 地域別国産広葉樹チップ調達量と国産率 
単位：％、千 BDT 
    1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
北海
道 
国産率 100 100 81 74 73 51 32 27 27 29 29 
調達量 865 1,471 1,555 1,838 1,558 1,223 717 592 432 390 362 
東北 
国産率 100 100 64 60 63 51 25 23 24 22 21 
調達量 215 954 878 958 1,067 961 514 512 507 442 400 
関東 
国産率 100 100 97 95 95 76 38 48       
調達量 141 230 265 325 257 189 90 90       
北陸 
国産率 100 94 81 55 59 49 15 8 6 7 5 
調達量 165 327 387 320 350 442 174 114 109 131 103 
東海 
国産率 100 79 59 50 50 32 12 8 5 7 10 
調達量 481 891 623 539 575 482 242 153 100 88 97 
近畿 
国産率 100 100 100 88 90 73 38 26 17 11 2 
調達量 123 243 257 256 295 285 147 101 61 32 8 
中国 
国産率 100 99 76 52 54 35 15 12 9 12 10 
調達量 279 565 568 682 702 661 297 276 206 230 194 
四国 
国産率 100 98 53 47 59 27 10 4 2 2 1 
調達量 77 430 346 395 518 431 171 71 25 32 21 
九州 
国産率 100 99 87 73 78 52 18 9 11 15 13 




















































































































































































































                                                      
82 全国木材チップ工業連合会(2010) 
83 森本泰次(1993)：32頁 










































































































































































































































































































































































表 2－20 木材チップ取引におけるチャネル関係の変化 






















































































第 3章 木材チップ輸入システムの構築と動揺 
 






















































































                                                      















































 1965 年以降、急激に輸入チップ比率が増加し、1970年代前半には 5割を超えることとな




表 3－1 針葉樹チップ調達地域依存度と調達量の推移 
         単位：％、千 BDT 
 
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
日本 94 51 39 40 55 47 52 54 58 62 67 
北米 
6 49 61 
53 39 43 25 16 16 15 15 
ロシア 3 3 3 1 1 1 0 1 
大洋州 
3 
4 5 18 27 22 22 17 
アジア 0 0 0 0 0 0 0 
南米 0 2 5 2 3 0 0 





 針葉樹チップの総調達量は 1965年から 1970年に二倍以上増加し、輸入チップは 1979 年
















 広葉樹チップは 1965 年では国産材比率 100％と完全自給を達成していたが、総需要量の
増加によって輸入材比率は 1970年代より徐々に増加し、1980 年代は豪州材チップを主とし








量は 2000 年の 1,150 万 BDT をピークとして 1996～2008 年まで 1,000 万 BDT 以上で推移し
たが、2009 年に 886 万 BDT へ減少し、その後は 1,000 万 BDT にまでは回復せず推移してき
た。 
 
表 3－2 広葉樹チップ調達地域依存度と調達量の推移 
         単位：％、千 BDT 
 
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
日本 100 95 73 63 66 44 20 15 12 13 12 
北米 
0 5 27 
4 5 18 24 22 1 0 0 
ロシア 0 0 0 0 0 0 0 0 
大洋州 
32 
24 22 23 24 29 32 18 
アジア 0 1 5 5 3 0 0 
東南ア 2 2 3 6 10 15 38 
南米 0 9 17 16 19 27 22 
南ア 2 3 8 11 26 12 11 
総量 2,567 5,927 7,422 9,456 9,060 11,834 12,599 13,670 12,752 11,286 11,296 





















ける国際的なチップ取引が本格的に開始されることとなった(呉港初入港は 1965 年 1 月)。





















































ウェアハウザー 1964/6 10 ダグラスファー 150 
ウェアハウザー 1965/12 10 ダグラスファー 160~180 
ウェアハウザー 1968/7 10 ダグラスファー 160 




USプライウッド 1964/8 7 ダグラスファー 125 
USプライウッド 1964/12 7 ダグラスファー 125 
ジョージア・パシフィック 1965/8 10 ダグラスファー 125 
USプライウッド 1966/3 10 ダグラスファー 125 
ジョージア・パシフィック 1966/5 10 ダグラスファー 125 
ジョージア・パシフィック 1965/8 10 ダグラスファー 125 
丸紅 
インターナショナル・ペーパー 1967/1 7 ダグラスファー 180 
インターナショナル・ペーパー 1967/1 7 ヘムロック 200 




ダイヤモンドナショナル 1966/7 7 ポンテローザパイン
ホワイトファーetc 
140~180 
ダイヤモンドナショナル 1966/7 7 180 





ダグラスファープライウッド 1966/12 10 ダグラスファー 175 
ダグラスファープライウッド 1966/12 10 ダグラスファー 
310~320 




ウェアハウザー 1966/5 10 ダグラスファー 
310~330 
ウェアハウザー 1969/6 9 ダグラスファー 
十条 三井 ウェアハウザー 1967/2 7 ヘムロック 150 
中越 
パルプ 
伊藤忠 ウェアハウザー 1966/6 10 ダグラスファー 160 
丸紅 バイタバーク 1967/12 11 ホワイトファー 200 
丸住 丸紅 ウェアハウザー 1967/2 10 ダグラスファー 160 













































































































































紙・パルプ企業 27 社によって設立された。取引間の動向をまとめると表 3－5 のようにま
とめられる。 
 
表 3－5 日本チップ貿易の概要 
西暦 概要 






























































するカナダで積極的に進められ、1968 年本州製紙・三菱商事・現地製材企業による BKP 工
場(カナダへの初進出)、1969 年神崎製紙・王子製紙が USPCのパルプ工場のパルプ全量買取





産省)の支援を受けて 1971 年に日伯紙パルプ資源調査(1973 年、紙パルプ資源開発)が設立
され、ブラジル側の国営企業であるリオ・ドーセ社との合同による国家的な植林・チップ・





















37。このプロジェクトでは、チップ工場と港湾整備(投資額約 20 億円)が行われ、15 年の販



























・NZにて RGP 設備稼働(国策パルプと共同) 
・マレーシア植林株式会社(カリビアンパインの試験造林) 










・外材依存率 50％(この内 63％は北米西海岸) 
・豪州広葉樹チップ長期輸入契約交渉開始(王子・中越パルプ工業・トーメン・伊藤忠)  
 ↑合併前の日本パルプ工業が進めていた。     
・APPM等の他の豪州サプライヤーからの輸入開始 
・合併に伴いインドネシアのマングローブ材チップ輸入開始 




1982 ・ネイピア工場(NZ)RGPから TMPに転換(苫小牧工場へ輸出)。 






・チャンピオンインターナショナル 3年間輸入契約(伊藤忠商事取扱、DF2～3万 BDU/年) 
・ウェアハウザー契約更改：5年間長期契約(DF3～4万 BDU/年、オルダー1～2万 BDU/年)、 
・チリ産ビーチを 3か年の長期契約に移行(ASTEX：6～7万 BDU/年、CCA7～8万 BDU/年) 
1993 
・南アフリカから植林木チップ輸入開始、坑木最大手 HL&Hの子会社シルバセルと直接契約 
(93年 5.7 万 BDU、94年 8.4 万 BDU、95年以降 10万 BDU) 
1994 
・ブラジル N チップ長期契約、鉱山会社最大手カミエの子会社アムセルから丸紅経由での購入 












































                                                      
38 甘利敬正(2000)：542頁 
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40 紙業タイムス社(1989)：16頁 
41 総合商社聞き取り調査(2016年 6月～10月実施) 
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43 総合商社聞き取り調査(2016年 6月～10月実施) 
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米国西海岸 クースベイ 38 4,500 25 オルダー 220 5,500 
米国南部 モービル 75 8,500 49 オーク 195 9,555 
米国南部 サバンナ 77 8,700 51 オーク 195 9,945 
チリ コンセプシオン 80 9,000 53 ユーカリ 170 9,010 
チリ コンセプシオン 80 9,000 53 ビーチ 200 10,600 
豪州 スプリングベイ 45 4,900 30 ユーカリ 165 4,950 
南アフリカ リチャーズベイ 60 8,000 39 ユーカリ 165 6,435 
アルゼンチン ブエノスアイレス 97 13,800 64 ユーカリ 165 10,560 
資料：紙業タイムス社(1989)17頁 
注 1：航海日数は前提として、①名古屋起点/名古屋揚をベース、②スピード往復航海平均 13 ノット強、
③積地揚地の荷役日数を計 8 日間、④チリの場合、滞船を 5 日間考慮、⑤各航路とも 2 日間の公開予備
日を考慮、⑥米国南部へはパナマ運河通行料を往復で 15 万ドルとする。⑦1 ドル＝120 円で計算、⑧標
























表 3－9 1988 年における広葉樹チップの海外新規供給ソース 















88年 4月より 10年の長期契約、88年に 5.8



















2.4万 BDT)、3 年目 10万㎥(約 5.9万 BDT)、5






















































































































1989 年には国産材依存率が 5 割を切り、輸入地域は北米・大洋州・東南アジア・南米・南ア
フリカへと多角化していくこととなった。表 3－9 以外では、カナダで伊藤忠商事がバンクーバ

















ように輸入地域の多角化がなされていった48。北越製紙も 1988 年には豪州 WACAP 社からの
長期契約(丸紅取扱)に加え、ニュージーランド・ロシア・チリ・米国と新規供給地域から
の輸入がなされており、チリでは伊藤忠商事と長期契約(1990～1994 年の 5 年間、CCA 社、
3 万 BDU/年、専用船 2 航海分)、米国南部では丸紅と長期契約(5 年間、ウェアハウザー社、











年まで 4 か国(マレーシア・インドネシア・PNG・ニューカレドニア)8 カ所においてユーカ
リ類、マツ類や郷土種など約 1,400ha の試験造林(総事業費 3億 9千万円、うち補助金 1億












































表 3－10 紙・パルプ企業による海外産業植林地の変遷 
 
資料：表 3－1 と同じ、海外産業植林センター提供資料 
注 1：網掛けは植林事業実施・継続確認年を示す。×事業撤退、－実績なし、→経営主体が紙・パルプ企業以外に変更。 
注 2：新王子製紙は 1996/王子製紙、2012/王子 HD、山陽国策パルプは 1993/日本製紙、大昭和製紙は 2003/日本製紙となっている。 
注 3：()は 2015年時点では出資を行っていない企業。 
注 4：紙・パルプ企業が資本参加していない植林地(総合商社単独等)の数値は含んでいない(丸紅・インドネシア・190千 ha、三井物産・豪州・14.4千 ha 等)。
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1996 年度 17億円(12件)、1997年度 40億円(20件)、1998年度 156億円(29件)と急増して
いった56。 
 川上側統合、つまりチャネル統制の最たるものといえる日本の紙・パルプ企業による海
外産業植林の面積は、1990 年に 12 万 9千 haだったものが 2011年には 54万 3千 haへと増








年に増加、2010 年代は約 25 万 ha で推移し、東南アジアは 2010 年代から 8 万 ha 前後とな
った(図 3－5)。一方で上述したように、豪州の植林地は 2012 年以降減少し、2015 年には
10 万 ha を下回った。2008 年以降の紙・パルプ企業の植林事業撤退は豪州 11 件(内 1 件は




図 3－5 地域別植林地面積の推移 
資料：表 3－1 と同じ。 
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王子 HDは、1990 年代は豪州や NZ という大洋州での植林面積が大きかったが、2000年代
はベトナム・インドネシア・ラオスなど東南アジア地域を主として植林地の拡大を図って
いった(表 3－11)。日本製紙は豪州を中心に植林地を展開し、その面積は 2008 年のピーク
時には 16.7 万 ha に達したが、その後は不成績造林地の売却が進められ、2015 年では 8.9





では実行面積はなくなっている。前述した日伯紙パルプ資源開発は 15 万 ha に及ぶ広大な
植林地経営を継続し、セニブラ社のパルプ生産を支えている。 
 
表 3－11 企業別植林地面積の変化 
単位：千 ha 
 




























02 36.5 41.5 9.9         9.6       1.2   98.7 
15 21.7 44.7           12.6 41.4 22.3 0.4 18.1   161.2 
日本 
02 53.2     13.5     4.2             70.9 
15 15.4     12.9 49.5   11             88.8 
北越紀州 
02                           0 
15             2.4           7.9 10.3 
大王 
02 1.5     28.7                   30.2 
15 5.3     28.9                   34.2 
三菱 
02 10.6     7.5   1.7               19.8 
15       8.5                   8.5 
中越 
パルプ 
02                           0 





1.7                        1.7 
15                           0 
日伯紙パ
ルプ資源 
02         121.2                 121.2 
15         151.3                 151.3 







                                                      









運航を開始し、1965～1969 年に小型船(積高約 6,000BDU)が 約 20 隻就航し、北米 DF チッ
プのピストン輸送を行った。1970～1974 年になると、大型船(積高 14,000BDT)も就航する
ようになり、1974年には大中小型船合計で 53隻に増加した。北米チップの輸入量は 900万











したが、1980年のチップショックによって 54隻約 500航海分の内約 100航海分の余剰が見
込まれたため、1984 年までに 41隻まで船隻数を減少させた。 
 
                                                                                                                                                               
に譲渡し、豪州での合弁事業である WAPRES社(植林・チップ輸出)の株式を全取得し、経営資源の集中によ
る事業の効率化を図った (日本製紙グループホームページ、
http://www.nipponpapergroup.com/news/year/2013/news130329000776.html、2017年 8 月 30日取得) 。 
60 三井物産が 2009年に西オーストラリア州バンバリーの植林会社の全株式を取得し、単独での植林事業か
らウッドチップ加工・輸出までのバリューチェーン型ビジネスを展開できる体制を確立した(三井物産株式





























ことができ、その役割は時代によって変化してきた67。1960 年代半ばから 1980 年代半ばまでの
















































































契約を行い、運航するのが一般的であるが、丸紅は 1995～2004 年に 9 隻の傭船を行い、FOB で
























                                                      
68 総合商社聞き取り調査(2016年 6月～10月実施) 
69 総合商社聞き取り調査(2016年 6月～10月実施) 
















図 3－7 木材チップ調達における商社取扱量・比率の変化 
資料：矢野経済研究所(1994、2001、2008)、日本製紙連合会「パルプ材便覧」 
注：商社取扱量は原資料単位が BDUのため、筆者が１BDU＝1.088622BDTで換算した値を用いている。 
地域区分：表 3－1、表 3－2 と同様。 
 
第 3節 成熟・衰退期における輸入チップのチャネル統制と交渉力の動態 
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－12 のようになる。国産チップの比率は 1990 年の 44％から 2000 年代には 12％に低下し、













表 3－12 広葉樹チップの対日輸出集中度・日本の調達依存度の推移 














依存度 B A B A B A B A B A B A B A B 
1990 44 98 21 100 9 - 9 - - 81 0 - - 90 17 56 
2005 12 87 29 98 13 97 26 55 5 82 3 73 4 22 1 73 
2015 12 36 17 86 16 83 10 35 26 38 7 60 5 0 0 69 




注 3：日本の広葉樹チップは自国消費であるため、Aは 100％として扱う。 
   




















年から広葉樹チップ輸入量を著増させ、2008年の 111万 BDTから 2016年には 1,117万 BDT






図 3－8 日本と中国の広葉樹チップ輸入量の推移(2000～2016) 

























































図 3－9 広葉樹チップ輸入における取引依存度の変化(1990、2005、2015) 
資料：表 3－12と同じ。 
注 1：ベトナム、ブラジル、南アフリカは 1990年の統計値が無い為、2000年の値で代用した。 
注 2：図中の↓方向に時系列で推移している。 
 












渉は、過度な競争による価格高騰を回避するため、各地域における No.1 バイヤーと No.1
サプライヤーによって行われ、決定された価格がその地域での取引の参考価格とされてき
た(チャンピオン交渉)73。チャンピオン交渉の基本的な構造は、紙・パルプ企業と現地サプ

















































て上記産地材よりも 1～2割ほど低い価格での取引となっている(図 3－10)。 
 
 
図 3－10 広葉樹チップ価格(CIF)の推移 





                                                                                                                                                               
定を保証することが困難なため、公式の市場が必要とされることが多いと考えられる。 



























































































図 3－11 チップ価格構造イメージ図(2015年価格参考) 
注：フレート等を仮定した場合であり、実情ではない。各 
地域の主要港までのおよその片道航行日数を豪州 14日、 















                                                      








































表 3－13 日本企業による木材チップ取引形態 






































日本 680,835 2,600 262  
中国 154,993   719 216  
2013 
日本 407,315 1,808 225  
中国 216,376 1,200 180  
2015 
日本 370,336 1,919 193  
中国 516,784 2,687 192  



































表 3－15 パルプ工場と広葉樹チップ輸入港の関係 
企業 工場 税関名 備考 
日本 
岩国 岩国   
石巻 石巻   
白老 室蘭   
八代 八代   
秋田 秋田船川   
鈴川 
清水 大昭和→2012年 KP生産停止 
田子の浦 大昭和→2012年 KP生産停止 
岩沼 仙台塩釜 大昭和→石巻港揚げ移行 
王子 
米子 境   
富岡 小松島   




油津   
志布志 1996年より油津港揚 
江別 石狩 2007年より石狩新港(以前は苫小牧から輸送) 
王子・日本 苫小牧・勇払 苫小牧 
2007年より王子は石狩新港で L材輸入 
苫小牧工場は Nチップ輸入のみ 
王子・日本 釧路・釧路 釧路 王子製紙 2008 年より KP生産停止 
三菱 八戸 八戸   
大王・丸住 三島・大江 三島 分離不能：東南アジア材は大王製紙のみ 
大王 可児 衣浦   
北越紀州 








川内 川内   
高岡 伏木   













255万 BDT(北海道込み)、北越紀州製紙では 185万 BDT78、187万 BDTとそれぞれ発表数値の
97％、101％の値であったので、企業動向を把握する上でそれなりに妥当であると考える。 





 総輸入量の変化を見ると、王子 HD では神崎製紙(1993年合併)・本州製紙(1996年合併)、
日本製紙では山陽国策パルプ(1993 年合併)・大昭和製紙(2001 年事業統合、2003 年合併)
を合わせた通時的な数値であるが、広葉樹チップ輸入量が大きく減少する 2008年において
は北海道分を除いても王子 HD 約 240 万 BDT、日本製紙 301 万 BDT と他企業と比して大規模
な輸入を行ってきた。2008年以降の印刷情報用紙需要の衰退期に入ると、両社とも KP生産
量の減産があり、2015 年では約 250 万 BDTの調達となった。 


















北越紀州製紙は大手 2 社が KP の減産を進める中、BKP の増産に伴ってチップ輸入を増加
させ、1990 年の 37万 BDTから 2008 年には 185万 BDTとその輸入量を 5倍に増加させ、2009
年には減少するものの、2010 年には 2008 年水準の輸入を再開し、2015 年には過去最高の




中越パルプの総輸入量は 1990 年に 29 万 BDT から 1997 年の 71 万 BDT まで増加し、その






させ、ベトナムへの転換を進めていき、2015 年には 7 割上をベトナムから輸入するという













入比率は 56％となった。1990 年以来 2015年までチリでの植林事業は継続されてきた。 
 三島・衣浦港の輸入動向(大王製紙と丸住製紙の合わせた数字)を見てみると、2015 年の
輸入量は 171.7万 BDT(三島港 135 万 BDT、衣浦港 36.7万 BDT)であるが、三島港の各工場の
LBKP 生産量から広葉樹チップ使用量を概算すると大王製紙三島工場 100.2 万 BDT、丸住製
紙大江工場 31.7 万 BDT、合計 131.9 万 BDT であるため、この 2 工場での使用量は概ね等し
いことが確認できる。長期的な輸入量の動向では、1990年の 84万 BDTから 2015年には 171.7
万 BDT と 2 倍以上に増加している。輸入比率は、1990 年代は豪州を主として、米国・チリ
の順に高く、2000 年代に入ると米国の代替として南アフリカからの輸入が増加した。そし
て、2005 年以降に南アフリカらの輸入が減少に転じるとベトナムからの輸入が増加しはじ
め、2010 年の 14.9万 BDTから 2011 年には 2倍の 28.4万 BDT、2013年はさらに 2倍の 60.4
万 BDT と豪州・チリからの輸入を減少させながら急激にベトナムを主とした輸入体制へと










http://www.chuetsu-pulp.co.jp/ir-news/5187、2017年 10月 5日取得)。 
80 紙パルプ技術協会(2013)「工場紹介 45」『紙パ技協誌』67(5)：84-90頁 




図 3－12 企業別広葉樹チップ輸入量の推移 
資料：財務省「貿易統計」 

































































































































































































































































































































































































































































































































図 3－13 企業別広葉樹チップ輸入比率の推移 
資料：図 3－12と同じ。 





















































































































































































































































































































































































































































































































2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
王子(北海道込み)













2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
日本製紙(北海道込み)








































                                                      


























表 3－16 企業別輸入依存度(2000) 
     単位：％、千 BDT 










大洋州 45 21 18 42 35 33 
南米 15 13 28 39 1 20 
南アフリカ 15 7 6 4 3 25 
東南アジア 2 23 2 0 0 0 
北米 23 19 39 14 32 22 
総調達量 3,259 2,330 1,237 852 743 1,429 
資料：図 3－12と同じ。 
地域区分：表 3－1、表 3－2 と同じ。 
 
                                                      




図 3－14 紙・パルプ企業別広葉樹チップ取引依存度(2000) 
資料：財務省「貿易統計」、UN Comtrade Database 
注：王子 HDと日本製紙は 2015年時点の工場構成で、北海道内の工場輸入実績は除外。 





























































表 3－17 企業別輸入依存度(2015) 
     単位：％、千 BDT 










大洋州 30 11 12 16 5 36 
南米 29 -  49 60 10 15 
南アフリカ 20 -  29 14 9 0 
東南アジア 21 89 10 10 76 49 
総調達量   2,548 2,451 1,870 762 746 1,717 
資料：図 3－14と同じ。 
地域区分：表 3－1、表 3－2 と同じ。 
 
表 3－18 企業別輸入依存度詳細(2015) 
     単位：％、千 BDT 










豪州 30 7 12 16 4 36 
NZ   4     1   
チリ 12   40 56 10 15 
ブラジル 17   9       
エクアドル       4     
南アフリカ 19   29 14 9   
モザンビーク 1           
ベトナム 15 38 10 8 74 49 
インドネシア 3 13     2   
タイ   35         
マレーシア 4 4   2     






図 3－15 紙・パルプ企業別広葉樹チップ取引依存度(2015) 
資料：図 3－14と同じ。 




















































図 3－16 輸入チップ取引関係の動態 
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